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令和４年４月 １ 日から 

             ５年間 

令和９年３月 31 日まで 
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２ 特別保護地区の指定
（１）方針

① 指定に関する中長期的な方針 
  鳥獣の保護または鳥獣の生息地の保護を図る上で、生息環境の保全は極めて重要であることから、指定された鳥獣保護区においては、次の保護区
の区分に従い、特別保護地区及び同地区内の法第29条第７項第４号に基づく区域（以下「特別保護指定区域」という。）の指定を積極的に進めるも
のとする。 

     このため、特に良好な生息環境の確保が求められる大規模生息地、集団渡来地、集団繁殖地及び希少鳥獣生息地の保護区については、全箇所を特
別保護地区に指定するよう努めるものとする。なお、特別保護地区の指定にあたり、指定期間は鳥獣保護区の指定期間に一致させるとともに、特別
保護地区を鳥獣の安定した生息の場とするため、直接狩猟可能区域と接するのではなく、できる限り鳥獣保護区等鳥獣の捕獲等が禁止された区域に
囲まれるよう配慮し、その特別保護地区の保護に関する指針について明確に示すものとする。 
 

② 指定区分ごとの方針
１）森林鳥獣生息地の保護区
 良好な鳥獣の生息環境となっている区域について指定するものとし、指定した鳥獣保護区の２分の１以上の地区につき、それぞれの面積の10分
の１以上を指定するよう努めるものとする。

２）大規模生息地の保護区
    猛禽類や大型哺乳類を含む多様な鳥獣が生息し、その保護区において必要と認められる中核的地区について指定するよう努めるものとする。 

 
３）集団渡来地の保護区
 渡来する鳥獣の採餌場またはねぐらとして必要と認められる中核的地区について指定するよう努めるものとする。 

  
４）集団繁殖地の保護区
  保護対象となる鳥類、コウモリ類及び海棲哺乳類の繁殖を確保するため必要と認められる中核的地区について指定するよう努めるものとする。 
 
５）希少鳥獣生息地の保護区
 保護対象となる鳥獣の繁殖、採餌等に必要な区域を広範囲に指定するよう努めるものとする。 

 
６）生息地回廊の保護区
 保護対象となる鳥獣の移動経路として必要と認められる中核的地区について指定するよう努めるものとする。 

 
７）身近な鳥獣生息地の保護区
 鳥獣の誘致または鳥獣の保護思想の普及啓発の上で必要と認められる区域について指定するよう努めるものとする。 

 
８）特別保護指定区域
 集団繁殖地の保護区、希少鳥獣生息地の保護区等の特別保護地区内において、人の立入り、車両の乗り入れ等により、保護対象となる鳥獣の生
息、繁殖等に悪影響が生じるおそれのある場所について特別保護指定区域として指定するよう努めるものとする。 
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（２）特別保護地区指定計画

 （第３表）  

４年度 5 6 7 8 計(Ｂ) ４年度 5 6 7 8 計(Ｃ)
箇所 16 9 箇　　所 2 2 2 2 8
面積 708 1,246 変動面積 572 146 114 147 979
箇所 箇　　所
面積 変動面積
箇所 1 箇　　所
面積 74 変動面積
箇所 箇　　所
面積 変動面積
箇所 箇　　所
面積 変動面積
箇所 箇　　所
面積 変動面積
箇所 箇　　所
面積 変動面積

箇所 16 10 箇　　所 2 2 2 2 8

面積 708 1,319 変動面積 572 146 114 147 979

４年度 5 6 7 8 計(Ｄ) ４年度 5 6 7 8 計(Ｅ)
箇所 2 2 2 2 8
面積 572 146 114 147 979
箇所
面積
箇所
面積
箇所
面積
箇所
面積
箇所
面積
箇所
面積

箇所 2 2 2 2 8

面積 572 146 114 147 979 1,319
10

本計画期間に区域縮小する特別保護地区
本計画期間に解除または期間満了となる特別保護地区

（再指定も含む）

集団渡来地

集団繁殖地

希少鳥獣生息地

生息地回廊

森林鳥獣生息地

大規模生息地

9
1,246

身近な鳥獣生息地

計

1
74

本計画期間に指定する特別保護地区
（再指定も含む）

本計画期間に区域拡大する特別保護地区

区　　分

区　　分

集団繁殖地

集団渡来地

大規模生息地

計画期間
の増△減*

計画終了時の
特別保護地区**

森林鳥獣生息地

計

身近な鳥獣生息地

生息地回廊

希少鳥獣生息地

既指定
特別保護
地区(Ａ)

特別保護
地区指定
の目標

 

（面積：ha）  

* 箇所数についてはB-E、面積についてはB+C-D-E    **箇所数についてはA+B-E、面積についてはA+B+C-D-E                    

（注）森林鳥獣生息地の「特別保護地区指定の目標」  

箇所＝本計画終了時の鳥獣保護区数31箇所×1/2≒16箇所、面積＝指定するそれぞれの鳥獣保護区の面積（14,169ha×1/2）×1/10以上≒708ha 
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（３）特別保護地区の指定内訳 

                                                                                 （第４表） 

指定区分
指定面積
（ha）

指定期間
指定面積
（ha）

指定期間
指定面積
（ha）

指定期間

令和５年度 森林鳥獣生息地 滑床成川 鳥獣保護区 1,921 令和５年11月１日から 377 令和５年11月１日から 令和５年11月１日から 再指定
〃 黒瀬ダム 〃 267 令和15年10月31日まで 195 令和15年10月31日まで 135 令和15年10月31日まで 〃

計 2,188 572 135
令和６年度 森林鳥獣生息地 佐礼谷 鳥獣保護区 300 令和６年11月１日から 20 令和６年11月１日から 再指定

〃 三島嶺南 〃 1,040 令和16年10月31日まで 126 令和16年10月31日まで 〃
計 1,340 146

令和７年度 森林鳥獣生息地 亀谷 鳥獣保護区 231 令和７年11月１日から 40 令和７年11月１日から 再指定
集団渡来地 玉川ダム 〃　　　　　　 94　令和17年10月31日まで 74 令和17年10月31日まで 〃

計 305 114
令和８年度 森林鳥獣生息地 奥之院 鳥獣保護区 430 令和８年11月１日から 103 令和８年11月１日から 再指定

〃 岩屋寺 〃 400 令和18年10月31日まで 44 令和18年10月31日まで 〃
計 830 147

合　計 4,663 979 135

特別保護指定区域
年　度 備考

鳥獣保護区名

指定の対象となる鳥獣保護区

８箇所

２箇所

特別保護地区

２箇所

２箇所

２箇所

 

 ３ 休猟区の指定

（１）方針 

 鳥獣保護区、公道、人家が密集した場所等を除き、県内全域が狩猟可能地域であるが、狩猟鳥獣の生息数の維持と狩猟の持続のためには、地域によ

って一時的に狩猟を禁止し、狩猟鳥獣の生息数の回復を図る必要があることから、昭和38年度から休猟区指定を開始し、以後、県内可猟地域面積のお

おむね３分の１が常時休猟区となるよう目標を定めて指定するとともに、人工増殖キジの放鳥を行うなど、狩猟鳥獣の生息数の維持に努めてきたとこ

ろである。 

 しかしながら、近年は特定鳥獣による農林水産業等への被害が増加していることから、令和２年度以降は、新規休猟区の指定は、原則として行わな

いものとしている。 

  

 ４ 鳥獣保護区の整備等

（１）方針 

    鳥獣保護区が鳥獣の保護を図る場所としての機能を発揮できるよう必要な施設を設置するとともに、調査、巡視等により引き続き適切な管理に努め

るものとする。 

    施設については、各鳥獣保護区に制札、案内板を設置し、広く一般に周知するとともに、身近な鳥獣生息地の保護区などにおいては、必要に応じ採

餌、営巣等のための環境整備、鳥獣とのふれあいや環境教育の場として観察等利用施設の整備を図るものとする。 

    

4
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資料３



１ 奥之院鳥獣保護区特別保護地区の指定について 

 

本年 10 月 31 日をもって 10 年間の指定期間が終了する「奥之院鳥獣保護区特

別保護地区」について、第 13 次鳥獣保護管理事業計画（令和４年度～令和８年

度の５か年間）に基づき、引き続き指定しようとするものである。 

 

項目 指定（案） 現行 

所在地  四国中央市  同左 

区域 

奥之院鳥獣保護区のうち新宮ダムえん堤

西端を起点とし、ここから同区界をほぼ南

西に進み、旧伊予三島市と旧新宮村との境

界に至り、ここから更に同区界を北に進み、

銅山川を渡り、同川左岸に至る。ここから

同岸を下流に進み、同えん堤東端に至り、

ここから同えん堤を渡り、起点に至る線に

囲まれた区域 

同左 

面積  103 ha  同左 

指定区分 森林鳥獣生息地  同左 

概要 

銅山川に建設された新宮ダムの貯水池水面と

周辺の河畔林で、四国中央市中央の法皇山脈と

南の県境に挟まれた地域にある。 

森林は二次林とスギ・ヒノキ人工林が多くを

占めている。三角寺奥之院周辺にはスギなどの

高木が生育している。 

 

（生息状況） 

鳥類：ホトトギス、キジバト、カワウ、アオサ

ギ、トビ、コゲラ、アオゲラ、リュウキ

ュウサンショウクイ、ハシボソガラス、

ハシブトガラス、ヒガラ、ヤマガラ、シ

ジュウカラ、ヒヨドリ、イワツバメ、ウ

グイス、ヤブサメ、センダイムシクイ、

キビタキ、キセキレイ、カワラヒワ、メ

ジロ、ミソサザイ、トラツグミ、ジョウ

ビタキ、イソヒヨドリ、ホオジロ 

獣類：タヌキ、キツネ、イタチ、ハクビシン、

イノシシ、ニホンジカ、ノウサギ、ニホ

ンザル、ニホンリス、ムササビ 

 当該区域は、一級河川銅山川

を堰き止めて建設された新宮

ダムの貯水池水面を含み、周辺

にはシイ・カシ類の広葉樹が多

くみられることから、県内に生

息する一般的な森林性の鳥類

及び獣類は種、数とも豊かであ

る 

（生息状況） 

 哺乳類は四国地方に一般的

に生息するイノシシ、ニホンジ

カ、ニホンザル、タヌキ、キツ

ネ、ハクビシン、ノウサギ等の

生息が確認されている。 

 鳥類は、コゲラ、カケス、ハ

シブトガラス、キクイタダキ、

コガラ、ヒヨドリ、メジロ等樹

木性の鳥類が多く確認され。ま

た、沢沿いの林床ではミソサザ

イが、ダム湖周辺の比較的開け

た環境では、キジバト、モズ、

ウグイス、ジョウビタキ、ホオ

ジロ等林縁部の草地林縁性の

鳥類が、貯水池水面や水辺では

マガモ、カイツブリ、カワセミ、

カワガラス、キセキレイ等が確

認されている。 

指定期間 

令和 ８年 11 月 1 日～ 

令和 18 年 10 月 31 日 

（10 年間） 

平成 28 年 11 月 1 日～ 

令和 ８年 10 月 31 日 

（10 年間） 
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２ 岩屋寺鳥獣保護区特別保護地区の指定について 

 

本年 10 月 31 日をもって 10 年間の指定期間が終了する「岩屋寺鳥獣保護区特

別保護地区」について、第 13 次鳥獣保護管理事業計画（令和４年度～令和８年

度の５か年間）に基づき、引き続き指定しようとするものである。 

項目 指定（案） 現行 

所 在 地  上浮穴郡久万高原町  同左 

区域 

岩屋寺鳥獣保護区の区域のうち、上浮

穴郡久万高原町直瀬乙 1662 番 5 及び同

町直瀬乙 1662 番 6 並びに同町七鳥 1286

番、同町七鳥 1442 番、同町七鳥 1443 番、

同町七鳥 1444 番、同町七鳥 1466 番及び

同町七鳥 1471 番の岩屋寺の所有地の区

域一円 

同左 

面積  44ha  同左 

指定区分 森林鳥獣生息地  同左 

概要 

 上浮穴郡久万高原町直瀬及び七鳥に位置

し、比較的温暖である。比較的急峻で区域の

一部には礫岩峰と呼ばれる断崖絶壁の独特

な地形となっている箇所がある。また、地質

は久万層群二名層で黒色片岩、緑色片岩など

の三波川変成岩類に属する。 

比較的天然林が多く、イロハモミジ、ナラ、

カシ等の中高木性広葉樹が林立する。スギ、

ヒノキ等の人工林については、高齢級のもの

が多く、下層植生にはヤマツバキ、クロモジ

等の低木性広葉樹が見られる。 

礫岩峰には、セッコク、イワヒバ等の高山植

物が自生する。礫岩峰が巣作りに適するた

め、四季を通じて小型の鳥類が多く見られ

る。 

 

（生息状況） 

鳥類：カッコウ、リュウキュウサンショウク

イ、カケス、ハシブトガラス、ヒガラ、

ヤマガラ、シジュウカラ、ヒヨドリ、

ウグイス、ヤブサメ、メジロ、ミソサ

ザイ、キビタキ、ルリビタキ、キセキ

レイ、ホオジロ、ソウシチョウ 

獣類：ノウサギ、イノシシ、ニホンジカ、ニ

ホンザル、タヌキ、ハクビシン、アナ

グマ、イタチ 

当該区域は四国霊場 88

カ所第 45 番礼所である岩

屋寺周辺の区域であり、ス

ギ・ヒノキの人工林が多く

占める当地方にあって、比

較的天然林が多く残って

おり、鳥獣の貴重な生息地

となっている。 

（生息状況） 

 哺乳類は、四国地方に一

般的に生息するノウサギ、

イノシシ、ニホンジカ、ニ

ホンザル、タヌキ、ハクビ

シン、アナグマ、イタチの

生息が確認されている。 

 鳥類はコゲラ、カケス、

ハシブトガラス、キクイタ

ダキ、ヤマガラ、ヒヨドリ、

メジロ、等樹林性の鳥類が

多く確認され、また、沢沿

いの林床ではミソサザイ

が、集落や農地などの比較

的開けた環境では、キジバ

ト、ウグイス、ジョウビタ

キ、ホオジロ等林縁部の低

木や草地を好む鳥類が確

認されている。 

指定期間 

令和 ８年 11 月 1 日～ 

令和 18 年 10 月 31 日 

（10 年間） 

平成 28 年 11 月 1 日～ 

令和 ８年 10 月 31 日 

（10 年間） 

 

6



7



8



9



奥之院鳥獣保護区特別保護地区 植生図
出典：「第６・７回自然環境保全基礎調査植生調査報告書」(環境省生物多様性センター)

調査期間（第6回平成11年～平成24年・第7回平成25年～調査中

凡例



岩屋寺鳥獣保護区特別保護地区 植生図
出典：「第６・７回自然環境保全基礎調査植生調査報告書」(環境省生物多様性センター)

調査期間（第6回平成11年～平成24年・第7回平成25年～調査中

凡例



参考資料２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度鳥獣保護区期間更新予定地鳥類生息状況調査事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年１月 

特定非営利活動法人 西条自然学校 

  



奥之院鳥獣保護区 

１．生息環境 

 新宮ダムの湖面と周辺の森林を含み、森林は二次林とスギ・ヒノキ人工林が多くを占めて

いる。三角寺奥之院周辺にはスギなどの高木が生育している。 

 

２．生息鳥類の状況 

 森林と水辺を含む環境のため、森林性のコゲラ、アオゲラ、ヤマガラ、シジュウカラ、セ

ンダイムシクなどが生息しており、やや標高の高い場所に生息するヒガラも確認された。水

辺ではカワウ、アオサギ、キセキレイが確認されたが、カモ類は確認されなかった。道路や

人家の周辺では開けた環境を好む、カワラヒワ、ホオジロなどが確認された。 

 

表１ 奥之院鳥獣保護区生息鳥類 

 

３．問題点 

 なし 

４．鳥類の保護に必要な対策 

 なし 

No. 種名 学名 レッドリスト（愛媛県） レッドリスト（環境省）
1 ホトトギス Cuculus poliocephalus
2 キジバト Streptopelia orientalis
3 カワウ Phalacrocorax carbo
4 アオサギ Ardea cinerea
5 トビ Milvus migrans
6 コゲラ Yungipicus kizuki
7 アオゲラ Picus awokera
8 リュウキュウサンショウクイ Pericrocotus tegimae
9 ハシボソガラス Corvus corone
10 ハシブトガラス Corvus macrorhynchos
11 ヒガラ Periparus ater
12 ヤマガラ Sittiparus varius
13 シジュウカラ Parus cinereus
14 ヒヨドリ Hypsipetes amaurotis
15 イワツバメ Delichon dasypus
16 ウグイス Horornis diphone
17 ヤブサメ Urosphena squameiceps
18 センダイムシクイ Phylloscopus coronatus
19 キビタキ Ficedula narcissina
20 キセキレイ Motacilla cinerea
21 カワラヒワ Chloris sinica
22 メジロ Zosterops japonicus
23 ミソサザイ Troglodytes troglodytes
24 トラツグミ Zoothera aurea
25 ジョウビタキ Phoenicurus auroreus
26 イソヒヨドリ Monticola solitarius
27 ホオジロ Emberiza cioides

外来種
1 コジュケイ Bambusicola thoracicus
2 ソウシチョウ Leiothrix lutea

生息鳥類の一覧（奥之院）
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古岩屋鳥獣保護区 
 

１．生息環境 

 保護区内の多くは二次林とスギ・ヒノキ人工林であるが、岩屋寺周辺には高木が生育して

いる。 

 

２．生息鳥類の状況 

 森林に生息する、カケス、ヒガラ、ヤマガラなどが確認され、沢沿いではミソサザイが確

認された。ルリビタキは越冬期に確認された。ルリビタキの繁殖は石鎚山など標高の高い場

所であり、当地には越冬のため渡来したと考えられる。外来種であるソウシチョウが目立っ

た。 

 

表３ 古岩屋鳥獣保護区生息鳥類 

 

３．問題点 

 なし 

 

４．鳥類の保護に必要な対策 

 なし 

 

 

 

 

No. 種名 学名 レッドリスト（愛媛県） レッドリスト（環境省）
1 カッコウ Cuculus canorus
2 リュウキュウサンショウクイ Pericrocotus tegimae
3 カケス Garrulus glandarius
4 ハシブトガラス Corvus macrorhynchos
5 ヒガラ Periparus ater
6 ヤマガラ Sittiparus varius
7 シジュウカラ Parus cinereus
8 ヒヨドリ Hypsipetes amaurotis
9 ウグイス Horornis diphone
10 ヤブサメ Urosphena squameiceps
11 メジロ Zosterops japonicus
12 ミソサザイ Troglodytes troglodytes
13 キビタキ Ficedula narcissina
14 ルリビタキ Tarsiger cyanurus VU
15 キセキレイ Motacilla cinerea
16 ホオジロ Emberiza cioides

外来種
1 ソウシチョウ Leiothrix lutea

生息鳥類の一覧（岩屋寺）
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鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律 

（平成14年7月12日号外法律第88号） 

最終改正：令和8年5月22日号外法律第22号 

 

（基本指針） 

第三条 環境大臣は、鳥獣の保護及び管理を図るための事業（第三十五条第一項に規定する特定猟

具使用禁止区域及び特定猟具使用制限区域並びに第六十八条第一項に規定する猟区に関する事

項を含む。以下「鳥獣保護管理事業」という。）を実施するための基本的な指針（以下「基本

指針」という。）を定めるものとする。 

３ 環境大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、農林水産大

臣に協議するとともに、中央環境審議会の意見を聴かなければならない。 

 

（鳥獣保護管理事業計画） 

第四条  

４ 都道府県知事は、鳥獣保護管理事業計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、自然環境保全法（昭和四十七年法律第八十五号）第五十一条の規定により置かれる審議会

その他の合議制の機関（以下「合議制機関」という。）の意見を聴かなければならない。 

 

（対象狩猟鳥獣の捕獲等の禁止又は制限） 

第十二条 

４ 都道府県知事は、第二項の禁止若しくは制限若しくは前項の制限をし、又はこれらを変更しよ

うとするときは、環境大臣に届け出なければならない。 

 

（指定猟法禁止区域） 

第十五条 

２ 環境大臣又は都道府県知事は、前項の規定による指定をするときは、その旨並びにその名称、

区域及び存続期間を公示しなければならない。 

３ 第一項の規定による指定は、前項の規定による公示によってその効力を生ずる。 

１３ 環境大臣又は都道府県知事は、指定猟法禁止区域の指定をしたときは、当該指定猟法禁止区

域の区域内にこれを表示する標識を設置しなければならない。 

１４ 前項の標識に関し必要な事項は、環境省令で定める。ただし、都道府県知事が設置する標識

の寸法は、この項本文の環境省令の定めるところを参酌して、都道府県の条例で定める。 

 

（鳥獣保護区） 

第二十八条 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の種類その他鳥獣の生息の状況を勘案して当該鳥

獣の保護を図るため特に必要があると認めるときは、それぞれ次に掲げる区域を鳥獣保護区とし

て指定することができる。 

一 環境大臣にあっては、国際的又は全国的な鳥獣の保護のため重要と認める区域 

二 都道府県知事にあっては、当該都道府県の区域内の鳥獣の保護のため重要と認める区域であ

って、前号に掲げる区域以外の区域 

２ 前項の規定による指定又はその変更は、鳥獣保護区の名称、区域、存続期間及び当該鳥獣保護

参考資料３ 
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区の保護に関する指針を定めてするものとする。 

３ 環境大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしようとすると

き（変更にあっては、鳥獣保護区の区域を拡張するときに限る。次項から第六項までにおいて同

じ。）は、あらかじめ、関係地方公共団体の意見を聴かなければならない。 

４ 環境大臣又は都道府県知事は、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしようとすると

きは、あらかじめ、環境省令で定めるところにより、その旨を公告し、公告した日から起算して

十四日（都道府県知事にあっては、その定めるおおむね十四日の期間）を経過する日までの間、

当該鳥獣保護区の名称、区域、存続期間及び当該鳥獣保護区の保護に関する指針の案（次項及び

第六項において「指針案」という。）を公衆の縦覧に供しなければならない。 

５ 前項の規定による公告があったときは、第一項の規定による指定をし、又はその変更をしよう

とする区域の住民及び利害関係人は、前項に規定する期間が経過する日までの間に、環境大臣又

は都道府県知事に指針案についての意見書を提出することができる。 

６ 環境大臣又は都道府県知事は、指針案について異議がある旨の前項の意見書の提出があったと

き、その他鳥獣保護区の指定又は変更に関し広く意見を聴く必要があると認めるときは、環境大

臣にあっては公聴会を開催するものとし、都道府県知事にあっては公聴会の開催その他の必要な

措置を講ずるものとする。 

７ 鳥獣保護区の存続期間は、二十年を超えることができない。ただし、二十年以内の期間を定め

てこれを更新することができる。 

８ 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の生息の状況の変化その他の事情の変化により第一項の規

定による指定の必要がなくなったと認めるとき、又はその指定を継続することが適当でないと認

めるときは、その指定を解除しなければならない。 

９ 第二項並びに第十五条第二項、第三項、第十三項及び第十四項の規定は第七項ただし書の規定

による更新について、第三条第三項の規定は第一項の規定により環境大臣が行う指定及びその変

更（鳥獣保護区の区域を拡張するものに限る。）について、第四条第四項及び第十二条第四項の

規定は第一項の規定により都道府県知事が行う指定及びその変更（第四条第四項の場合にあって

は、鳥獣保護区の区域を拡張するものに限る。）について、第十五条第二項、第三項、第十三項

及び第十四項の規定は第一項の規定による指定及びその変更について準用する。この場合におい

て、同条第二項中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨並びに鳥獣

保護区の名称、区域、存続期間及び当該鳥獣保護区の保護に関する指針」と、同条第三項中「前

項の規定による公示」とあるのは「第二十八条第九項において読み替えて準用する前項の規定に

よる公示」と読み替えるものとする。 

１０ 第十二条第四項の規定は第八項の規定により都道府県知事が行う鳥獣保護区の指定の解除

について、第十五条第二項及び第三項の規定は第八項の規定による指定の解除について準用する。

この場合において、同条第二項中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「そ

の旨及び解除に係る区域」と、同条第三項中「前項の規定による公示」とあるのは「第二十八条

第十項において読み替えて準用する前項の規定による公示」と読み替えるものとする。 

１１ 鳥獣保護区の区域内の土地又は木竹に関し、所有権その他の権利を有する者は、正当な理由

がない限り、環境大臣又は都道府県知事が当該土地又は木竹に鳥獣の生息及び繁殖に必要な営巣、

給水、給餌（じ）等の施設を設けることを拒んではならない。 
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（鳥獣保護区における保全事業） 

第二十八条の二 国又は都道府県は、鳥獣保護区における鳥獣の生息の状況に照らして必要がある

と認めるときは、国にあっては前条第一項の規定により環境大臣が指定する鳥獣保護区（以下「国

指定鳥獣保護区」という。）において、都道府県にあっては同項の規定により都道府県知事が指

定する鳥獣保護区（以下「都道府県指定鳥獣保護区」という。）において、保全事業（鳥獣の生

息地の保護及び整備を図るための鳥獣の繁殖施設の設置その他の事業であって環境省令で定め

るものをいう。以下同じ。）を実施するものとする。 

２ 環境大臣以外の国の機関は、国指定鳥獣保護区における保全事業を実施しようとするときは、

環境大臣に協議しなければならない。 

３ 地方公共団体は、次に掲げる場合にあっては環境大臣に協議してその同意を得、それ以外の場

合にあっては環境大臣に協議して、国指定鳥獣保護区における保全事業の一部を実施することが

できる。 

一 当該保全事業として希少鳥獣の捕獲等又は希少鳥獣のうちの鳥類の卵の採取等をするとき。 

二 当該保全事業として第九条第一項第三号の環境省令で定める網又はわなを使用して鳥獣の

捕獲等をするとき。 

４ 都道府県以外の地方公共団体は、前項各号に掲げる場合に該当する場合にあっては都道府県知

事に協議してその同意を得、それ以外の場合にあっては都道府県知事に協議して、都道府県指定

鳥獣保護区における保全事業の一部を実施することができる。 

５ 都道府県が第一項の規定による保全事業を実施する場合において第三項各号に掲げる場合に

該当するとき又は都道府県知事が前項の規定により保全事業について同意をしようとする場合

は、都道府県又は都道府県知事は、環境大臣に協議し、その同意を得なければならない。 

６ 第一項、第三項及び第四項の規定により保全事業として実施する行為については、第八条、第

十六条第一項及び第二項並びに次条第七項の規定は、適用しない。 

 

（特別保護地区） 

第二十九条 環境大臣又は都道府県知事は、それぞれ鳥獣保護区の区域内で鳥獣の保護又は鳥獣の

生息地の保護を図るため特に必要があると認める区域を特別保護地区として指定することがで

きる。 

２ 特別保護地区の存続期間は、当該特別保護地区が属する鳥獣保護区の存続期間の範囲内におい

て環境大臣又は都道府県知事が定める期間とする。 

３ 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の生息の状況の変化その他の事情の変化により第一項の規

定による指定の必要がなくなったと認めるとき、又はその指定を継続することが適当でないと認

めるときは、その指定を解除しなければならない。 

４ 第二項の規定は第一項の規定による指定の変更について、第三条第三項の規定は第一項の規定

により環境大臣が行う指定及びその変更（特別保護地区の区域を拡張し、又は存続期間を延長す

るものに限る。）について、第四条第四項及び第十二条第四項の規定は第一項の規定により都道

府県知事が行う指定及びその変更（第四条第四項の場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張

し、又は存続期間を延長するものに限る。）について、第十五条第二項、第三項、第十三項及び

第十四項並びに第二十八条第二項から第六項までの規定は第一項の規定による指定及びその変

更（同条第三項から第六項までの場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張し、又は存続期間

を延長するものに限る。）について準用する。この場合において、第十二条第四項中「環境大臣
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に届け出なければ」とあるのは「特別保護地区の存続期間の終了後引き続き当該特別保護地区の

区域と同一の区域を特別保護地区として指定する場合又は特別保護地区の存続期間を延長する

場合にあっては環境大臣に届け出、これら以外の場合にあっては環境大臣に協議しなければ」と、

第十五条第二項中「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨並びに特別

保護地区の名称、区域、存続期間及び当該特別保護地区の保護に関する指針」と、同条第三項中

「前項の規定による公示」とあるのは「第二十九条第四項において読み替えて準用する前項の規

定による公示」と読み替えるものとする。 

５ 第十二条第四項の規定は第三項の規定により都道府県知事が行う指定の解除について、第十五

条第二項及び第三項の規定は第三項の規定による指定の解除について準用する。この場合におい

て、第十二条第四項中「届け出なければ」とあるのは「協議しなければ」と、第十五条第二項中

「その旨並びにその名称、区域及び存続期間」とあるのは「その旨及び解除に係る区域」と、同

条第三項中「前項の規定による公示」とあるのは「第二十九条第五項において読み替えて準用す

る前項の規定による公示」と読み替えるものとする。 

６ 環境大臣は、第四項の規定により読み替えて準用する第十二条第四項の規定による協議を受け

た場合（第一項の規定による指定の変更の場合にあっては、特別保護地区の区域を拡張するとき

に限る。）は、農林水産大臣に協議しなければならない。 

７ 特別保護地区の区域内においては、次に掲げる行為は、第一項の規定により環境大臣が指定す

る特別保護地区（以下「国指定特別保護地区」という。）にあっては環境大臣の、同項の規定に

より都道府県知事が指定する特別保護地区（以下「都道府県指定特別保護地区」という。）にあ

っては都道府県知事の許可を受けなければ、してはならない。ただし、鳥獣の保護に支障がない

と認められる行為として国指定特別保護地区にあっては環境大臣が、都道府県指定特別保護地区

にあっては都道府県知事がそれぞれ定めるものについては、この限りでない。 

一 建築物その他の工作物を新築し、改築し、又は増築すること。 

二 水面を埋め立て、又は干拓すること。 

三 木竹を伐採すること。 

四 前三号に掲げるもののほか、国指定特別保護地区にあっては環境大臣が、都道府県指定特別

保護地区にあっては都道府県知事がそれぞれ指定する区域内において、鳥獣の保護に影響を及

ぼすおそれがある行為として政令で定めるものを行うこと。 

８ 前項の許可を受けようとする者は、環境省令で定めるところにより、国指定特別保護地区にあ

っては環境大臣に、都道府県指定特別保護地区にあっては都道府県知事にそれぞれ許可の申請を

しなければならない。 

９ 環境大臣又は都道府県知事は、前項の許可の申請があったときは、当該申請に係る行為が次の

各号のいずれかに該当する場合を除き、第七項の許可をしなければならない。 

一 当該行為が鳥獣の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあるとき。 

二 当該行為が鳥獣の生息地の保護に重大な支障を及ぼすおそれがあるとき。 

１０ 環境大臣又は都道府県知事は、鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図るため必要があると

認めるときは、第七項の許可に条件を付することができる。 

 

（措置命令等） 

第三十条 環境大臣は国指定特別保護地区について、都道府県知事は都道府県指定特別保護地区に

ついて、鳥獣の保護を図るため必要があると認めるときは、特別保護地区の区域内において前条
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第七項の許可を受けて同項各号に掲げる行為をしている者に対し、その行為の実施方法について

指示をすることができる。 

２ 環境大臣は国指定特別保護地区について、都道府県知事は都道府県指定特別保護地区について、

鳥獣の保護又は鳥獣の生息地の保護を図るために必要があると認めるときは、前条第七項の規定

に違反した者若しくは同条第十項の規定により付された条件に違反した者に対し、鳥獣の保護若

しくは鳥獣の生息地の保護を図るために必要な限度において、その行為の中止を命じ、又はこれ

らの者若しくはこれらの者から当該土地、建築物その他の工作物若しくは物件についての権利を

承継した者に対し、相当の期限を定めて、原状回復を命じ、若しくは原状回復が著しく困難であ

る場合に、これに代わるべき必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

３ 前項の規定により原状回復又はこれに代わるべき必要な措置（以下「原状回復等」という。）

を命じようとする場合において、過失がなくて当該原状回復等を命ずべき者を確知することがで

きないときは、環境大臣又は都道府県知事は、その者の負担において、当該原状回復等を自ら行

い、又はその命じた者若しくは委任した者にこれを行わせることができる。この場合においては、

相当の期限を定めて、当該原状回復等を行うべき旨及びその期限までに当該原状回復等を行わな

いときは、環境大臣若しくは都道府県知事又はその命じた者若しくは委任した者が当該原状回復

等を行う旨をあらかじめ公告しなければならない。 

４ 前項の規定により原状回復等を行おうとする者は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者の

請求があるときは、これを提示しなければならない。 

 

（実地調査） 

第三十一条 環境大臣又は都道府県知事は、第二十八条第一項又は第二十九条第一項若しくは第七

項第四号の規定による指定をするための実地調査に必要な限度において、その職員に、他人の土

地に立ち入らせることができる。 

２ 環境大臣又は都道府県知事は、その職員に前項の規定による立入りをさせようとするときは、

あらかじめ、土地の所有者又は占有者にその旨を通知し、意見を述べる機会を与えなければなら

ない。 

３ 第一項の規定による立入りをする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しな

ければならない。 

４ 土地の所有者又は占有者は、正当な理由がない限り、第一項の規定による立入りを拒み、又は

妨げてはならない。 

 

（損失の補償） 

第三十二条 国は国指定鳥獣保護区について、都道府県知事は都道府県指定鳥獣保護区について、

第二十八条第十一項の規定により施設を設置されたため、第二十九条第七項の許可を受けること

ができないため、又は同条第十項の規定により条件を付されたため損失を受けた者に対し、通常

生ずべき損失の補償をする。 

２ 前項の補償を受けようとする者は、環境大臣又は都道府県知事にその請求をしなければならな

い。 

３ 環境大臣又は都道府県知事は、前項の請求を受けたときは、補償すべき金額を決定し、その請

求をした者に通知しなければならない。 

４ 前項の規定による金額の決定に不服がある者は、同項の規定による通知を受けた日から六月を
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経過する日までの間に、訴えをもってその増額の請求をすることができる。 

５ 前項の訴えにおいては、国又は都道府県を被告とする。 

 

第八十四条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下の懲役又は五十万円以下の罰金に処す

る。 

五 第十五条第四項、第十六条第一項若しくは第二項、第二十条第一項若しくは第二項、第二十

三条、第二十六条第二項、第五項若しくは第六項、第二十七条、第二十九条第七項又は第三十

五条第三項の規定に違反した者 

 

第八十五条 次の各号のいずれかに該当する者は、五十万円以下の罰金に処する。 

一 第十五条第六項、第二十四条第四項、第二十九条第十項又は第三十五条第七項の規定により

付された条件に違反した者 

四 第二十八条第十一項又は第七十四条第一項の規定に違反した者 
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鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行令 

（平成14年12月20日号外政令第391号） 

最終改正：令和７年７月11日政令第255号 

 

（特別保護地区の区域内における許可を要する行為） 

第二条 法第二十九条第七項第四号の政令で定める行為は、次に掲げる行為であって、環境大臣（都

道府県知事が指定する特別保護地区にあっては、都道府県知事）が指定する区域内及びその区域

ごとに指定する期間内において行うもの（道路、広場その他の公共の場所において行うものを除

く。）とする。 

一 木竹以外の植物を採取し、若しくは損傷し、落葉若しくは落枝を採取し、動物を捕獲し、若

しくは殺傷し、又は動物の卵を採取し、若しくは損傷すること（農林漁業を営むために行うも

のを除く。）。 

二 火入れ又はたき火をすること。 

三 車馬を使用すること。 

四 動力船を使用すること（漁業又は船舶運航の事業を営むために行うものを除く。）。 

五 犬その他鳥獣に害を加えるおそれのある動物を入れること。 

六 撮影、録画若しくは録音をし、又は鳥獣の営巣に影響を及ぼすおそれがある方法として環境

大臣が定める方法により動植物を観察すること。 

七 球具その他の器具を使用して、野外スポーツ又は野外レクリエーションをすること。 
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鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行規則 

（平成14年12月26日号外環境省令第28号） 

最終改正：令和8年6月30日号外環境省令第19号 

 

（特別保護指定区域及び指定期間の指定等の公示） 

第三十六条 環境大臣又は都道府県知事は、法第二十九条第七項第四号の規定に基づき環境大臣又

は都道府県知事が指定する区域（以下「特別保護指定区域」という。）及び鳥獣の保護及び管理

並びに狩猟の適正化に関する法律施行令（平成十四年政令第三百九十一号。以下「令」という。）

第二条の規定に基づき環境大臣又は都道府県知事が指定する期間（以下「指定期間」という。）

を指定したときはその区域及び期間を、当該指定を変更したときは当該変更に係る区域又は期間

を、当該指定を解除したときはその旨を公示するものとする。 

 

（特別保護指定区域の標識設置） 

第三十七条 環境大臣又は都道府県知事は、特別保護指定区域及び指定期間を指定をしたときは、

当該特別保護指定区域の区域内にこれらを表示する標識を設置しなければならない。 

２ 前項の標識は、様式第十のとおりとする。ただし、都道府県知事が設置する標識の寸法は、様

式第十の定めるところを参酌して、都道府県の条例で定める。 
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鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律施行細則 

（平成15年４月15日規則第43号） 

最終改正：令和5年3月24日規則第7号 

（鳥獣の保護に支障がないと認められる行為） 

第５条 法第29条第７項ただし書の知事の定める鳥獣の保護に支障がないと認められる行為は、次に

掲げる行為とする。 

(１) 知事が指定する水面以外の水面の埋立て又は干拓で、総面積が１ヘクタール以下であるもの 

(２) 単木択伐、木竹の本数において20パーセント以下の間伐又は保育のための下刈り若しくは除伐 

(３) 次に掲げる工作物の設置 

ア 住宅及びこれに附属する工作物 

イ ベンチ、くずかご、水槽又は墓碑 

ウ 炭焼小屋、作業小屋又は幕舎 

エ 自家用水道の送水施設又は自家用発電の送電施設 

オ その面積が30平方メートル以内の休憩所又は停留所 

カ その高さが５メートル以内の展望台 

キ その延長が500メートル以内の歩道 

ク その高さが３メートル以内であり、かつ、その長さが５メートル以内の公園遊戯施設 

ケ その面積が15平方メートル以内の公衆便所 

コ その高さが５メートル以内であり、かつ、その面積が15平方メートル以内の仮工作物 

サ 災害復旧又は人命保護のための緊急を要する応急工作物 

シ その延長が500メートル以内の道路（軌道を含む。）の改修のための工作物 

ス 自然木を利用した仮設軽索道 

セ 既存工作物に附属する工作物であって、その高さが５メートル以内であり、かつ、その面積が15

平方メートル以内のもの 

(４) 政令第２条各号に掲げる行為のうち、次に掲げる行為 

ア 水面の埋立て若しくは干拓、木竹の伐採又は工作物の設置（前３号に掲げるもの及び法第29条第

７項の規定による許可を受けて施行するものに限る。）を施行するために必要な行為 

イ 道路、鉄道、軌道又は索道の交通の安全を確保するために必要な行為 

ウ 河川法（昭和39年法律第167号）による河川の管理又は砂防法（明治30年法律第29号）第２条の

規定により指定された土地、地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第３条第１項の地すべり防

止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律（昭和44年法律第57号）第３条第１項の急

傾斜地崩壊危険区域若しくは海岸法（昭和31年法律第101号）第３条第１項の海岸保全区域の管理

として行う行為 

エ 測量法（昭和24年法律第188号）第４条に規定する基本測量若しくは同法第５条に規定する公共

測量又は水路業務法（昭和25年法律第102号）第６条に規定する水路測量を行うために必要な行為 

オ 気象、地象、地動、地球磁気、地球電気又は水象の観測を行うために必要な行為 

カ 海上保安庁が行う海上における法令の励行、海難救助、海洋の汚染の防止、海上における船舶交

通に関する規制、水路、航路標識に関する事務その他海上の安全の確保に関する事務に必要な行為 

キ 電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第120条第１項に規定する認定電気通信事業者が行う同

項に規定する認定電気通信事業の用に供する設備、放送法（昭和25年法律第132号）による基幹放
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送の用に供する放送設備又は有線テレビジョン放送（有線電気通信設備を用いて行われる同法第２

条第18号に規定するテレビジョン放送をいう。）の用に供する放送設備の管理に必要な行為 

ク 国若しくは地方公共団体の試験研究機関又は大学（学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条に

規定する大学及び国立大学法人法（平成15年法律第112号）第２条第４項に定める機関をいう。ケ

において同じ。）の用地内において、試験研究又は教育若しくは学術研究として行う行為 

ケ 国若しくは地方公共団体の試験研究機関若しくは大学又は一般社団法人若しくは一般財団法人

で学術の研究を目的とするものが試験研究又は学術研究として行う行為（あらかじめ、知事に通知

したものに限る。） 

コ 森林法（昭和26年法律第249号）第25条第１項又は第25条の２第１項若しくは第２項の保安林の

通常の管理行為又は同法第41条第３項の保安施設地区における森林の造成若しくは維持に必要な

行為 

サ 犯罪の予防又は捜査、遭難者の救助その他これに類する行為を行うために必要な行為 

シ 法令に基づく検査、調査その他これに類する行為を行うために必要な行為 

ス 法令又はこれに基づく処分による義務の履行として行う行為 






























































